
○ 平成２６年度社会福祉推進事業（自立相談支援機関設置・運営の手引き完成と支援調整会議の機能の実態・あり方

に関する調査研究）において、自立相談支援機関の設置・運営に関する手引きを作成するため、生活困窮者自立促進

支援モデル事業を実施する自治体（174箇所）を対象に、モデル事業実施状況の調査を実施。

【実施機関】一般社団法人北海道総合研究調査会

【調査期間】平成２６年５月２０日～６月２３日

【回収状況】155箇所／174箇所（回収率89.1％）

モデル事業実施状況調査集計結果（抜粋）について

調査の概要調査の概要

１ 主管部局１ 主管部局

○ モデル事業を実施している主管部局の分野については、生活保護分野が７割であり、地域福祉分野が２割を超えていた。

主管部局の分野
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 生活保護分野

 地域福祉分野

 高齢者福祉分野

 その他の福祉分野

 雇用・労働分野

 市民相談分野

その他

69.7%

22.6%

0.0%

3.9%

0.6%

0.0%

3.2%

0% 50% 100%



（２）協議の場の参加部署・課（複数回答）
（庁内との協議の場が「有」を選択のみ）

○ 庁内関係部署との協議の場を設置している自治体は約４割であり、６割弱が協議の場を設置していない状況にある。

○ 庁内の協議の場に参加している部署・課は、福祉分野のみならず、雇用、子育て、税、住宅、産業など、様々な分野との連携が図ら

れている。

○ 具体的な協議内容としては、制度に関する周知・理解のほか、他部署からの紹介体制の構築、他制度と連携した支援方法についての

協議が行われている。

２ 庁内体制の整備２ 庁内体制の整備

（３）協議の場での具体的な協議内容（複数回答）

（１）庁内関係部署との具体的な協議の場の設置状況
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有, 38.5%

無, 57.3%

無回答, 
4.2%

1. 生活保護

2. 高齢者福祉

3. 障害者福祉

4. 保健・医療

5. 商工労働（雇用）

6. 子育て

7. 教育

8. 住民税

9. 公営住宅

10. 国保・年金

11. その他

95.9%

79.7%

83.8%

68.9%

73.0%

79.7%

60.8%

47.3%

44.6%

54.1%

54.1%

0% 50% 100%

他制度と連携した支援方法についての協議

計画、その他施策の総合調整についての協議

その他

制度に関する周知・理解

他部署からの紹介体制の構築

95.9%

59.5%

51.4%

31.1%

10.8%

0% 50% 100%



３ 関係機関との連携体制３ 関係機関との連携体制

（１）庁外の関係機関・関係者との協議の場の設置状況 （２）協議の場での協議内容（複数回答）（庁外との協議の場が「有」を選択のみ）

○ ４割弱の自治体で庁外の関係機関等との協議の場が設置されており、福祉事務所、ハローワークだけでなく、保健所や地域包括支援

センター、民生委員・児童委員など様々な分野との連携が進められている。

（３）地域の生活困窮者支援体制構築にあたり連携を呼びかける機関（複数回答）

3

有, 35.4%

無, 63.0%

無回答, 
1.6%

制度に関する周知・理解

各機関の活動内容の周知

対象者の洗い出し

事例検討

支援における具体的なルールづくり

支援メニューの創出に関する協議

その他

92.6%

64.7%

29.4%

48.5%

14.7%

23.5%

4.4%

0% 50% 100%

7. 地域包括支援センター

8. 居宅介護支援事業所・その他介護事業所

9. 保健所・保健センター

10. 障害者就業・生活支援センター

11. 障害者就労支援事業所

12. その他障害者支援機関・施設 

13. 児童相談所・児童家庭支援センター

1. 福祉事務所（生活保護担当部署）

2. 家庭児童相談室（福祉事務所）

3. ハローワーク

4. 職業訓練機関（職業訓練校・施設を含む）

5. 就労支援をしている各種の法人・団体（中間的就労を含む）

6. 医療機関

84.4%

45.3%

90.1%

16.1%

49.5%

17.2%

62.0%

18.2%

46.4%

38.5%

25.0%

23.4%

29.2%

0% 50% 100%

25. 法テラス・弁護士（会）

26. 消費生活協同組合

16. 地域若者サポートステーション 

17. 地域子育て支援センター・その他子育て支援機関

18. 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 

19. 家計相談支援機関

20. 小口貸付（社会福祉協議会）

21. 小口貸付（社協以外）

22. 権利擁護・成年後見（社会福祉協議会）

23. 権利擁護・成年後見（社協以外）

24. 社会福祉協議会（小口、権利擁護以外）

14. 医師会・歯科医師会・薬剤師会

15.学校・教育機関

4.2%

32.8%

54.7%

11.5%

15.1%

11.5%

69.3%

5.7%

52.1%

6.3%

67.2%

39.6%

10.4%

0% 50% 100%

27. 消費生活センター

28. 警察 

29. 更生保護施設・自立準備ホーム

30. 地域生活定着支援センター

31. ホームレス支援機関

32. 民生委員・児童委員

33. ＮＰＯ・ボランティア団体

34. 商店街・商工会等経済団体

35. 農業者・農業団体

36. 一般企業

37. 町内会・自治会、福祉委員等

38. その他

39. なし、または未定

33.9%

12.5%

7.8%

10.4%

16.7%

74.5%

35.4%

13.0%

6.8%

9.9%

21.9%

16.1%

1.6%

0% 50% 100%
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４ 実施形態４ 実施形態

○ 自立相談支援機関の設置について、委託が約７割であり、委託先は多岐にわたるが、社会福祉協議会が６割と多く、社会福祉法人、

社団法人・財団法人が約１割となっている。

○ 自立相談支援機関の設置場所については、役所・役場内、受託した法人施設内が３割を超えており、そのほか民間事務所ビルに借

用、公的施設内が１割を超えている。また、他の施設や相談窓口と併設されている場合は７割を占めている。

（１）自立相談支援機関の設置形態 （２）委託先（設置形態が「委託」「直営+委託」を選択のみ）

（３）自立相談支援機関の設置場所 （４）他の併設施設・相談窓口等の有無

社会福祉法人（社協は除く）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社等

ＮＰＯ法人

その他

無回答

10.9%

60.1%

0.5%

9.3%

4.9%

7.1%

4.9%

2.2%

0% 50% 100%

直営, 24.5%

委託, 69.3%

直営+委託, 
3.6%

無回答, 
2.6%

役所・役場内

法人施設内

公的施設内

民間事務所ビルに借用

商業的施設内

その他

36.8%

31.8%

11.6%

16.9%

1.2%

1.7%

0% 20% 40%

有, 71.1%

無（自立相談

支援機関の

み）, 22.3%

無回答, 6.6%



５ 職員体制５ 職員体制

（１）自立相談支援機関の職員体制（人口規模別）

１圏域あたり平均職員数

（３）職員が保有する資格（複数回答）

○ 相談員の配置基準については今後検討されることになっているが、本年度のモデル事業においては、概ね人口に比例して配置職員数が

増えている。

○ 自立相談支援機関に従事する職員の他事業との兼務の状況については、就労準備支援事業、家計相談支援事業が１割を超えているほ

か、その他の生活困窮者自立支援制度に関する事業との兼務も１割弱となっている。また、それ以外の事業との兼務も２割弱となって

いる。

○ 相談員が保有する資格としては、社会福祉士や社会福祉主事が多くなっている。

（２）他事業との兼務の状況（複数回答）
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全職員数（兼務含む）

うち
主任相談支
援員の人数

うち
相談支援員
の人数

うち
就労支援員
の人数

5万人未満 3.00 0.75 1.72 0.64

5万人以上10万人未満 3.49 0.91 2.09 0.85

10万人以上30万人未満 4.20 0.86 2.51 0.59

30万人以上50万人未満 6.20 1.20 3.87 1.33

50万人以上100万人未満 7.18 1.53 4.65 1.88

100万人以上 8.00 1.44 3.22 1.78

全体 4.40 0.97 2.58 0.91

生活保護受給者に対する福祉事務所における相談・就労支援事業

就労支援事業（中間的就労）の推進

その他の生活困窮者自立支援制度に関する事業

上記以外の事業

就労準備支援事業

家計相談支援事業

13.6%

12.9%

4.9%

8.2%

7.8%

18.5%

0% 10% 20%

1. 社会福祉士

2. 精神保健福祉士

3. 保健師

4. キャリアコンサルタント

5. 産業カウンセラー

6. 社会福祉主事

7. 介護支援専門員

8. 障害者相談支援専門員

9. 介護福祉士

10. その他

11. 特になし

無回答

25.6%

8.7%

1.1%

7.8%

3.8%

26.4%

12.8%

1.7%

7.8%

17.4%

20.3%

9.9%

0% 20% 40%



６ 把握・アウトリーチの方法６ 把握・アウトリーチの方法

支援対象者の把握・アウトリーチの方法（複数回答）

○ 対象者の把握については、地域の関係機関から紹介・つなぎを受けることや電話による相談が多く、また、公共料金の事業者との連

携により、情報提供を受ける仕組みを構築している自治体も見受けられる。

○ また、単に窓口で相談を待つだけではなく、ホームレス支援に係る巡回活動や出張窓口の開設などにより、積極的に生活困窮者を発

見する取組を行っている自治体もある。
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12.市町村役場、ＨＷ等公的機関における出

張相談窓口の設置

13.商店街の一角や商業施設等における出

張相談窓口の設置

14.学校における出張相談窓口の設置

15.電話での相談受付

16.メール・ＦＡＸでの相談受付

17.ＨＰにおけるメールフォーム

18.ＴＶ・ラジオ等を利用した広報活動

19.ホームページ、ブログの開設、twitter、

facebook等による広報活動

20.行政・関係機関の窓口やネットカフェ等に

おけるチラシの配布・掲示

21.その他

17.7%

0.5%

2.1%

72.4%

27.1%

10.9%

10.4%

32.3%

54.2%

9.4%

0% 50% 100%

1.行政内関係部署からの紹介・つなぎ

（税や国保の徴収・市民総合相談窓口など）

2.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（福祉関係機関・窓口・関係者）

3.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（ＨＷ、若者サポステ等の労働関係機関）

4.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（教育関係機関）

5.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（医療関係機関）

6.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（その他：矯正・更生施設、ＮＰＯ等支援団体等）

7. 地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（民生委員、自治会等）

8.地域の居場所や当事者団体など

インフォーマルな社会資源からの情報

9.新聞配達所、郵便・宅配事業者等の日常生活

に関わる民間事業者と連携し、情報提供

10.電気・水道・ガス等の公共インフラ事業者

と連携し、情報提供

11.ホームレスの支援に係る巡回活動を

通じたアプローチ

72.9%

89.6%

57.8%

32.3%

29.7%

28.6%

78.1%

19.8%

5.7%

11.5%

7.8%

0% 50% 100%



７ 支援調整会議の実施７ 支援調整会議の実施

（１）開催時期（複数回答）

○ 支援調整会議は、日程を決めて定期的に開催する場合と対象者に合わせて随時開催する場合があるが、随時開催が５割を占めてお

り、３割はまだ開催していないなど未定である。また、随時開催よりも定期的に開催されている会議の方が１回あたりの取扱ケース件

数が多くなっている。

○ 構成メンバーの決定方法については、委託先の機関が決定、関係機関と協議のうえ決定、がともに３割を超えており、行政が決定す

る場合は２割である。

○ 支援調整会議への本人の同席については、必要に応じて求めるが５割弱、同席を求めないが約４割となっている。

（２）1回あたり取扱いケース件数

定期的に開催 平均 6.0件

随時開催 平均 2.５件
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定例的に開催

対象者に合わせて随時開催

 わからない・未定

その他

25.5%

49.5%

29.7%

2.1%

0% 20% 40% 60%

（３）構成メンバーの決定方法（定期開催、随時開催を選択のみ） （４）本人の同席（定期開催、随時開催を選択のみ）

行政が決

定, 20.2%

委託先の機

関が決定（委

託の場合）, 
30.6%

関係機関と協

議の上、決

定, 36.3%

その他, 
10.5%

わからない・

未定, 0.8%

無回答, 1.6% 同席を求め

る, 1.6%

必要に応じ

て同席を求

める, 46.0%同席は求め

ない, 41.9%

わからない・

未定, 8.9%

無回答, 
1.6%



８ 地域づくり８ 地域づくり

（３）不足している社会資源 （複数回答）
（社会資源の状況が「どちらかといえば不足」「不足」を選択のみ）

（２）地域における生活困窮者支援を行うための社会資源の状況

○ 地域の関係機関やインフォーマルサービス等の社会資源については、「把握しているが十分ではない」が５割を占め、「あまり把握できて

いない」は約３割となっており、把握に向けた取り組みも必要である。

○ 生活困窮者支援を行うための社会資源については、「どちらかといえば不足」「不足」としている自治体が６割を超えており、その中

でも特に就労先（一般就労、中間的就労）が不足していると捉えている地域が多く、また、ＮＰＯ等の支援団体が不足している地域も

あり、公的な資源だけでなく、インフォーマルな資源も含めた資源の開発が必要である。

○ 生活困窮者支援を通じた地域づくりについて、就労先や就労訓練の場の開拓に向けての取組を行っている割合が約４割となっている。

（４）生活困窮者支援事業を通じた「地域づくり」
について現在行っていること（複数回答）
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把握してい

る, 18.2%

把握している

が、十分では

ない, 49.5%

あまり把握で

きていない, 
28.6%

無回答, 3.6%

（１）地域の関係機関やインフォーマルサービス等の社会資源の把握状況
充足, 1.0%

どちらかとい

えば充足, 
2.6%

どちらともい

えない, 
29.7%

どちらかとい

えば不足, 
43.2%

不足, 20.3%

無回答, 3.1%

8. 地域のキーパーソン

9. ピアサポート

10. NPO等の支援団体

11. 医療機関

12. 障害者関係施設

13. 高齢者関係施設

14. その他

23.8%

22.1%

38.5%

3.3%

5.7%

2.5%

9.0%

0% 50% 100%

1. 一般就労先

2. 就労訓練（中間的就労）の場

3. 居場所・サロン

4. 貸付期間

5. 金銭管理を支援する機関

6.農林水産業関連団体

7. 生活スキルの獲得の場

74.6%

89.3%

55.7%

22.1%

20.5%

9.0%

52.5%

0% 50% 100%

3. 地域の産業振興との連携での取組み

4. 教育機関との連携の取組み

5. 地域福祉関係者との取組み

1. 就労先や就労訓練の場の開拓に向けての取組み

2. 社会参加の場の創出に向けての取組み

回答なし

38.5%

22.9%

5.7%

11.5%

26.6%

0.0%

0% 50%


